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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

回次 第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 161,803 124,081 108,273 299,519 242,184

経常利益 (百万円) 826 2,046 2,353 2,899 3,388

中間(当期)純利益 (百万円) 551 1,719 2,173 983 2,811

純資産額 (百万円) 11,496 13,873 17,846 12,141 15,451

総資産額 (百万円) 139,270 97,279 67,787 105,617 70,262

１株当たり純資産額 (円) 8.24 21.33 41.56 11.79 27.32

１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) 3.04 9.47 11.97 5.42 14.44

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) 2.44 5.49 6.90 3.65 8.96

自己資本比率 (％) 8.25 14.26 26.33 11.50 21.99

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,529 5,498 627 17,278 24,997

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 610 242 △289 6,866 516

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △28,568 △11,778 △1,482 △50,939 △35,963

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 17,894 11,036 5,506 17,102 6,576

従業員数 
<外、平均臨時雇用者数> 

(人) 
2,095 
<344>

1,507
<292> 

1,494
<308>

1,546 
<340>

1,379
<334>



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

回次 第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 143,290 110,897 100,583 267,404 220,345

経常利益 (百万円) 731 1,646 1,966 2,251 2,847

中間(当期)純利益 (百万円) 302 1,520 1,990 664 2,644

資本金 (百万円) 6,500 6,500 6,800 6,500 6,800

発行済株式総数 (千株) 

普通株式 
181,717 

第一回優先 
株式  6,000 
第二回優先 
株式  7,000 
第三回優先 
株式  7,000 

同左

普通株式
   181,717 
第一回優先 
株式  6,000 
第二回優先 
株式  7,000 
第三回優先 
株式  7,000 
第四回優先 
株式   600 

普通株式
181,717 

第一回優先 
株式  6,000 
第二回優先 
株式  7,000 
第三回優先 
株式  7,000 

普通株式 
   181,717 
第一回優先 
株式  6,000 
第二回優先 
株式  7,000 
第三回優先 
株式  7,000 
第四回優先 
株式   600 

純資産額 (百万円) 10,957 13,019 16,734 11,471 14,721

総資産額 (百万円) 127,671 88,822 62,250 96,894 65,150

１株当たり純資産額 (円) 5.27 16.63 35.44 8.10 23.31

１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) 1.67 8.37 10.96 3.66 13.52

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) 1.34 4.86 6.32 2.47 8.43

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― ― ― 

普通株式 
     ― 
第一回優先 
株式  8.07 
第二回優先 
株式   9.32 
第三回優先 
株式  10.57 
第四回優先 
株式  3.407 

自己資本比率 (％) 8.58 14.66 26.88 11.84 22.60

従業員数 
<外、平均臨時雇用者数> 

(人) 
461 
<85>

381
<79>

361
<73>

416 
<86>

360
<77>



２ 【事業の内容】 

  当中間連結会計期間における事業の内容について、重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社の異動について、繊維事業に属しておりました福サイ㈱（連結子会社）は、平成17年7月25

日に㈱テクノコージへ全株式を売却したことにより、主要な関係会社に該当しなくなりました。 

  

 事業区分毎の主な取扱商品並びに概要図は以下のとおりであります。 

  

①事業区分及び主な取扱商品 

  

②概要図(会社名の符号 無印：連結子会社 ＊：持分法適用会社) 

 
  

     (注) 現地法人は、概ね複数の事業区分に属しております。 

事 業 区 分 主 な 取 扱 商 品 

繊   維 
化・合繊、生糸その他の天然繊維等の綿及び原糸並びに化・合繊、絹その他の

天然繊維等の織物、編物及び製品並びに産業資材 

化 学 品 有機・無機化学品、医薬原料及び食品・飼料添加剤 

そ の 他 情報・通信機器、機械、車輌、不動産及び各種役務提供 



３ 【関係会社の状況】 

連結子会社の異動 

  福サイ㈱は、平成17年7月25日に㈱テクノコージに全株式を売却したことにより連結子会社に該当しなくなりま

した。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は、就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含

む）であります。 

２ 従業員数欄の<外書>は、当中間連結会計期間における平均臨時雇用者数であります。 

なお、臨時雇用者は、派遣社員、嘱託社員及びパートタイマーであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は、就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）であります。但し、海外支

店・駐在員事務所の現地使用人は含まれておりません。 

２ 従業員数欄の<外書>は、当中間会計期間における平均臨時雇用者数であります。 

なお、臨時雇用者は、派遣社員、嘱託社員及びパートタイマーであります。 

  

(3) 労働組合の状況 

提出会社の労働組合は、蝶理労働組合と称し、提出会社と労働組合との間に特記すべき事項はありません。な

お、当社グループにおいても特記すべき事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

繊維事業 
1,132 
< 231> 

化学品事業 
94 

<  3> 

その他の事業 
159 
< 57> 

全社(共通) 
109 
< 17> 

合計 
1,494 
< 308> 

従業員数(人) 
361 
< 73> 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、所得環境の改善に支えられた底固い個人消費と、収益力の改善した企業の

好調な設備投資との両輪がからみ合い、景気は浮揚の兆しが見え始めました。 

しかしながら、当社の中核事業であります繊維の市場においては、クールビズの影響で一部明るさが見えました

が、全体として昨年後半の異常気象の影響による国内衣料消費が低迷する流れが続きました。 

このような事業環境で、当社及びグループ企業は、「強い蝶理」の復活を目指し、平成16年11月に策定した新中

期経営計画『躍進２００６』の基本方針に基づき、事業収益力の飛躍的拡大と効率経営の更なる推進に努めまし

た。 

当中間連結会計期間の売上高は、事業環境の変化に対応して、繊維製品事業、化成品事業の強化や中国ビジネス

を拡大しましたが、過年度に分社した合成樹脂事業の取扱がなくなったほか、引き続き不採算事業の不断の見直し

を進めたことや婦人衣料分野の市況低迷の影響を受けた結果、前年同期比12.7％減の1,082億円、売上総利益は前年

同期比5.7％減の97億25百万円となりました。 

しかしながら、経費全般の削減で営業利益は前年同期比5.4％増の23億58百万円、借入金の返済による金融収支の

改善などで経常利益は前年同期比15.0％増の23億53百万円となりました。 

資産処分などに伴う特別損益や税金費用などを計上し、中間純利益は前年同期比26.4％増の21億73百万円と昨年

に引き続き連結中間期における過去最高益を更新しました。 

事業の種類別セグメントの業績は以下のとおりです。 

(繊維事業) 

非衣料用分野、ユニフォームなどが堅調でしたが、婦人衣料分野の低迷や不採算事業の見直しなどで、売上

高は前年同期比9.8％減の714億円となりました。採算改善等営業費用の大幅な削減で、営業利益は前年同期比

24.6％増の13億98百万円となりました。 

(化学品事業) 

中国向け化成品が引き続き堅調でしたが、過年度に分社した合成樹脂事業関連の取引がなくなったことによ

り、売上高は前年同期比25.0％減の231億円となり、営業利益は前年同期比13.7％減の6億82百万円となりまし

た。 

(その他の事業) 

車両の輸出が好調でしたが、東南アジア地区の情報関連事業の見直しなどで、売上高は前年同期比2.3％減の

136億円となり、営業利益は前年同期比16.3％減の2億72百万円となりました。 

  



次に所在地別セグメントの業績をみますと、日本では、婦人衣料分野の低迷や不採算事業の見直しなどにより、

売上高は前年同期比8.9％減の1,018億円となりましたが、諸経費の削減に努めた結果、営業利益は前年同期比

13.4％増の21億97百万円となりました。アジアでは、過年度に分社した合成樹脂事業関連の取引がなくなったこと

などにより、売上高は前年同期比59.1％減の34億円、営業利益は前年同期比22.7％減の1億98百万円となりました。

その他の地域では、売上高は前年同期比21.6％減の29億円、営業損失は32百万円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物(以下、「資金」という)は、営業活動によるキャッシュ・フロ

ーに投資活動によるキャッシュ・フローを加えたフリー・キャッシュ・フローで3億円増加(前年同期は57億円の資

金の増加)、財務活動によるキャッシュ・フローで14億円減少しました。その結果、当中間連結会計期間末における

資金は、前連結会計年度末より10億円減少し55億円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

税金等調整前中間純利益は23億円(前年同期は19億円)となりましたが、仕入債務の減少などがあり、営業活動

による資金の増加は6億円(前年同期は54億円の資金の増加)となりました。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

有形固定資産の取得などにより、投資活動による資金の減少は2億円(前年同期は2億円の資金の増加)となりま

した。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

借入金12億円の返済、優先株式配当金1億円の支払などにより、財務活動による資金の減少は14億円(前年同期

は117億円の資金の減少)となりました。 

  



２ 【仕入、成約及び売上の状況】 

(1) 仕入の状況 

仕入高は売上高と概ね連動しているため、記載は省略しております。 

  

(2) 成約の状況 

成約高と売上高との差額は僅少であるため、記載は省略しております。 

  

(3) 売上の状況 

事業の種類別セグメントごとの売上高については、[１ 業績等の概要 (1) 業績]及び[第５経理の状況 １ 中間

連結財務諸表等(セグメント情報)]を参照願います。 

なお、取引形態別に示すと、次のとおりとなります。 

 

 (注) 上表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社及びグループ企業の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

形  態 

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 

国  内 50,734 40.9 43,119 39.8 

輸  入 28,460 22.9 25,966 24.0 

輸  出 24,920 20.1 24,786 22.9 

海  外 19,965 16.1 14,401 13.3 

合  計 124,081 100.0 108,273 100.0 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

平成17年7月25日に福サイ㈱の全株式を売却したことにより、以下の設備は主要な設備ではなくなりました。 

    国内子会社 

  

 (注) 前期末帳簿価額のうち「その他」には、機械装置及び運搬具につき記載しております。 

  

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

会社名 事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容
(所在地) 

従業
員数 
(人) 

前期末帳簿価額(百万円) 

建物及び
構築物 

土地 
(面積千㎡) その他 

福サイ㈱ 繊維事業 本社・織物製造工場
(福井県鯖江市) 25 92

25 
(13)

73 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 「普通株式につき消却があった場合または優先株式につき消却もしくは普通株式への転換があった場合には、これに相当す

る株式の数を減ずる」旨を定款に定めております。 

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 優先株式の内容は次のとおりであります。 

１ 第一回優先株式 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 550,000,000 

優先株式 30,000,000 

計 580,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数（株） 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数（株） 

(平成17年12月14日)

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普 通 株 式 181,717,760 同左
東京、大阪、名古屋の
各証券取引所市場第一
部 

― 

第一回優先株式 6,000,000 同左

― (注) 
第二回優先株式 7,000,000 同左

第三回優先株式 7,000,000 同左

第四回優先株式 600,000 同左

計 202,317,760 同左 ― ― 

(1) 優先配当金

  

1株あたりの第一回優先配当金の額は、第一回優先株式の発行価額(500円)に、それぞれ
の営業年度毎に下記の配当年率(以下「第一回優先配当年率」という。)を乗じて算出し
た額とする。ただし、初年度の第一回優先配当金については、配当起算日から営業年度
の最終日までの日数(初日および最終日を含む。)で日割り計算した額とする。 
優先配当金は、円位未満小数第４位を四捨五入し、上限は50円とする。 
第一回優先配当年率 ＝ 日本円TIBOR(1年物) ＋ 1.50％ 
「配当年率修正日」は、平成15年8月2日以降の毎年4月1日とする。当日が銀行休業日の
場合は前営業日を配当年率修正日とする。 

(2) 転換予約権
  (イ) 転換請求期間 
    平成19年8月1日から平成34年7月31日まで
  (ロ) 転換の条件 

    
第一回優先株式は、上記(イ)の期間中、1株につき下記(a)乃至(b)に定める転
換価額により、当会社の普通株式に転換することができる。 

    (a) 当初転換価額
     76円 



  

  

２ 第二回優先株式 

  

    (b) 転換価額の修正

     

転換価額は、平成20年8月1日以降平成34年7月31日まで、毎年8月1日
(以下それぞれ「転換価額修正日」という。)に、各転換価額修正日に
先立つ45取引日目に始まる30取引日(以下それぞれ「時価算定期間」
という。)の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普
通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を
除く。)に修正される。(修正後転換価額は円位未満小数第１位まで算
出し、その小数第１位を切り上げる。なお、上記の時価算定期間内
に、下記5(8)で定める転換価額の調整事由が生じた場合には、当該平
均値は、下記5(8)に準じて取締役会が適当と判断する値に調整され
る。)ただし、上記計算の結果、修正後転換価額が当初転換価額の
60％に相当する金額(円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１
位を切り上げる。以下「下限転換価額」という。ただし、下記5(8)に
より調整される。)を下回る場合には下限転換価額をもって、また、
修正後転換価額が当初転換価額の150％に相当する金額(円位未満小数
第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。以下「上限転換価
額」という。ただし、下記5(8)により調整される。)を上回る場合に
は上限転換価額をもって修正後転換価額とする。 

(1) 優先配当金

  

1株あたりの第二回優先配当金の額は、第二回優先株式の発行価額(500円)に、それぞれ
の営業年度毎に下記の配当年率(以下「第二回優先配当年率」という。)を乗じて算出し
た額とする。ただし、初年度の第二回優先配当金については、配当起算日から営業年度
の最終日までの日数(初日および最終日を含む。)で日割り計算した額とする。 
優先配当金は、円位未満小数第４位を四捨五入し、上限は50円とする。 
第二回優先配当年率 ＝ 日本円TIBOR(1年物) ＋ 1.75％ 
「配当年率修正日」は、平成15年8月2日以降の毎年4月1日とする。当日が銀行休業日の
場合は前営業日を配当年率修正日とする。 

(2) 転換予約権
  (イ) 転換請求期間 
    平成21年8月1日から平成36年7月31日まで
  (ロ) 転換の条件 

    
第二回優先株式は、上記(イ)の期間中、1株につき下記(a)乃至(b)に定める転
換価額により、当会社の普通株式に転換することができる。 

    (a) 当初転換価額
     76円 
    (b) 転換価額の修正

     

転換価額は、平成22年8月1日以降平成36年7月31日まで、毎年8月1日
(以下それぞれ「転換価額修正日」という。)に、各転換価額修正日に
先立つ45取引日目に始まる30取引日(以下それぞれ「時価算定期間」
という。)の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普
通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を
除く。)に修正される。(修正後転換価額は円位未満小数第１位まで算
出し、その小数第１位を切り上げる。なお、上記の時価算定期間内
に、下記5(8)で定める転換価額の調整事由が生じた場合には、当該平
均値は、下記5(8)に準じて取締役会が適当と判断する値に調整され
る。)ただし、上記計算の結果、修正後転換価額が当初転換価額の
60％に相当する金額(円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１
位を切り上げる。以下「下限転換価額」という。ただし、下記5(8)に
より調整される。)を下回る場合には下限転換価額をもって、また、
修正後転換価額が当初転換価額の150％に相当する金額(円位未満小数
第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。以下「上限転換価
額」という。ただし、下記5(8)により調整される。)を上回る場合に
は上限転換価額をもって修正後転換価額とする。 



３ 第三回優先株式 

  

４ 第四回優先株式 

(1) 優先配当金

  

1株あたりの第三回優先配当金の額は、第三回優先株式の発行価額(500円)に、それぞれ
の営業年度毎に下記の配当年率(以下「第三回優先配当年率」という。)を乗じて算出し
た額とする。ただし、初年度の第三回優先配当金については、配当起算日から営業年度
の最終日までの日数(初日および最終日を含む。)で日割り計算した額とする。 
優先配当金は、円位未満小数第４位を四捨五入し、上限は50円とする。 
第三回優先配当年率 ＝ 日本円TIBOR(1年物) ＋ 2.00％ 
「配当年率修正日」は、平成15年8月2日以降の毎年4月1日とする。当日が銀行休業日の
場合は前営業日を配当年率修正日とする。 

(2) 転換予約権
  (イ) 転換請求期間 
    平成23年8月1日から平成38年7月31日まで
  (ロ) 転換の条件 

    
第三回優先株式は、上記(イ)の期間中、1株につき下記(a)乃至(b)に定める転
換価額により、当会社の普通株式に転換することができる。 

    (a) 当初転換価額
     76円 
    (b) 転換価額の修正

     

転換価額は、平成24年8月1日以降平成38年7月31日まで、毎年8月1日
(以下それぞれ「転換価額修正日」という。)に、各転換価額修正日に
先立つ45取引日目に始まる30取引日(以下それぞれ「時価算定期間」
という。)の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普
通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を
除く。)に修正される。(修正後転換価額は円位未満小数第１位まで算
出し、その小数第１位を切り上げる。なお、上記の時価算定期間内
に、下記5(8)で定める転換価額の調整事由が生じた場合には、当該平
均値は、下記5(8)に準じて取締役会が適当と判断する値に調整され
る。)ただし、上記計算の結果、修正後転換価額が当初転換価額の
60％に相当する金額(円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１
位を切り上げる。以下「下限転換価額」という。ただし、下記5(8)に
より調整される。)を下回る場合には下限転換価額をもって、また、
修正後転換価額が当初転換価額の150％に相当する金額(円位未満小数
第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。以下「上限転換価
額」という。ただし、下記5(8)により調整される。)を上回る場合に
は上限転換価額をもって修正後転換価額とする。 

(1) 優先配当金

  

1株あたりの第四回優先配当金の額は、第四回優先株式の発行価額(500円)に、それぞれ
の営業年度毎に下記の配当年率(以下「第四回優先配当年率」という。)を乗じて算出し
た額とする。ただし、初年度の第四回優先配当金については、配当起算日から営業年度
の最終日までの日数(初日および最終日を含む。)で日割り計算した額とする。 
優先配当金は、円位未満小数第４位を四捨五入し、上限は50円とする。 
第四回優先配当年率 ＝ 日本円TIBOR(1年物) ＋ 1.75％ 
「配当年率修正日」は、平成16年11月19日以降の毎年4月1日とする。当日が銀行休業日
の場合は前営業日を配当年率修正日とする。 

(2) 転換予約権
  (イ) 転換請求期間 
    平成23年8月1日から平成38年7月31日まで
  (ロ) 転換の条件 

    
第四回優先株式は、上記(イ)の期間中、1株につき下記(a)乃至(b)に定める転
換価額により、当会社の普通株式に転換することができる。 

    (a) 当初転換価額
     176円 



  

  

５ 全ての優先株式に共通する事項 

  

  

    (b) 転換価額の修正

     

転換価額は、平成24年8月1日以降平成38年7月31日まで、毎年8月1日
(以下それぞれ「転換価額修正日」という。)に、各転換価額修正日に
先立つ45取引日目に始まる30取引日(以下それぞれ「時価算定期間」
という。)の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普
通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を
除く。)に修正される。(修正後転換価額は円位未満小数第１位まで算
出し、その小数第１位を切り上げる。なお、上記の時価算定期間内
に、下記5(8)で定める転換価額の調整事由が生じた場合には、当該平
均値は、下記5(8)に準じて取締役会が適当と判断する値に調整され
る。)ただし、上記計算の結果、修正後転換価額が当初転換価額の
60％に相当する金額(円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１
位を切り上げる。以下「下限転換価額」という。ただし、下記5(8)に
より調整される。)を下回る場合には下限転換価額をもって、また、
修正後転換価額が当初転換価額の150％に相当する金額(円位未満小数
第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。以下「上限転換価
額」という。ただし、下記5(8)により調整される。)を上回る場合に
は上限転換価額をもって修正後転換価額とする。 

(1) 優先中間配当金 
  優先株主または優先登録質権者に対し、中間配当を行わない。
(2) 非累積条項 

  
ある営業年度において優先株主または優先登録質権者に対して支払う利益配当金の額が優
先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌営業年度以降に累積しない。 

(3) 非参加条項 
  優先株主または優先登録質権者に対しては、優先配当金を超えて利益配当を行わない。 
(4) 残余財産の分配 

  
当会社の残余財産の分配をするときは、優先株主または優先登録質権者に対し、普通株主
または普通登録質権者に先立ち、優先株式1株につき500円を支払う。優先株主または優先
登録質権者に対しては、前記のほか残余財産の分配を行わない。 

(5) 買受けまたは消却 

  
当会社は、いつでも株主に配当すべき利益をもって、優先株式の一部または全部を買受
け、これを消却することができる。 

(6) 議決権 
  優先株主は、株主総会において議決権を有しない。
(7) 新株引受権等

  
当会社は、優先株式について、株式の併合または分割を行わない。当会社は、優先株主に
対しては、新株の引受権、新株予約権の引受権、新株予約権付社債の引受権または分離し
て譲渡することができる新株予約権および社債の引受権を与えない。 

(8) 転換価額の調整 

  

転換価額は、優先株式発行後、当会社が時価を下回る発行価額または処分価額をもって普
通株式を発行または処分する場合に、次に定める算式(以下転換価額調整式という。)によ
り調整され、その他一定の場合にも転換価額調整式その他一定の算式により調整されるほ
か、合併等により転換価額の調整を必要とする場合には、当社の取締役会が適当と判断す
る額に調整される。転換価額調整式を用いる計算については、円位未満小数第1位まで算
出し、その小数第1位を切上げる。 

  新規発行普通株式数×1株あたりの払込金額 
  既発行普通株式数 ＋ ―――――――――――――――――― 
    1株あたりの時価 
  調整後転換価額=調整前転換価額 × ―――――――――――――――――――――――― 
    既発行普通株式数＋新規発行・処分普通株式数 
    
(9) 転換により発行すべき普通株式数
  優先株式の転換により発行すべき当会社の普通株式数は、次のとおりとする。 

  
転換により発行 
すべき普通株式数= 

優先株主が転換請求のために提出した優先株式の発行価額の総額 
―――――――――――――――――――――――――――――― 

転換価額

  
転換により発行すべき普通株式数の算出にあたっては、１株未満の端数が生じたときはこ
れを切り捨てる。 

(10) 普通株式へ転換後第1回目の配当

  

優先株式の転換により発行された普通株式に対する最初の利益配当金は、転換の請求また
は下記(11)に記載する強制転換が4月1日から9月30日までになされたときには4月1日に、
10月1日から翌年3月31日までになされたときは10月1日にそれぞれ転換があったものとみ
なしてこれを支払う。 



  

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 （注）商法第289条第2項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金に振替えたものであります。 

(11) 普通株式への強制転換 

  

転換請求期間中に転換請求のなかった優先株式は、同期間の末日の翌日(以下「強制転換
基準日」という。)以降の取締役会で定める日(ただし、強制転換基準日から3ヶ月以内の
日とする。)をもって、優先株式1株の払込金相当額を、強制転換基準日に先立つ45取引日
目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎
日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。以下「強制転換価額」と
いう。)で除して得られる数の普通株式となる。ただし、平均値の計算は、円位未満小数
第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。この場合、強制転換価額が下限転換価
額を下回る場合には下限転換価額をもって、また、強制転換価額が上限転換価額を上回る
場合には上限転換価額をもって強制転換価額とする。前記の普通株式数の算出にあたって
1株に満たない端数が生じたときは、商法に定める株式併合の場合に準じてこれを取扱
う。 

(12) 優先順位 

  
当会社の発行する各種の優先株式の優先配当金ならびに残余財産の分配の支払順位は、同
順位とする。 

(注) 日本円TIBOR(1年物) 

  

「日本円TIBOR(1年物)」とは、平成15年8月2日（第四回優先株式については平成16年11月
19日）又は各配当年率修正日において、午前11時における日本円1年物トーキョー・イン
ター・バンク・オファード・レート(日本円TIBOR)として全国銀行協会によって公表され
る数値を指すものとする。日本円TIBOR(1年物)が公表されていなければ、同日(当日が銀
行休業日の場合は前営業日)ロンドン時間午前11時にスクリーン・ページに表示されるロ
ンドン銀行間市場出し手レート(ユーロ円LIBOR1年物(360日ベース))として英国銀行協会
(BBA)によって公表される数値またはこれに準ずるものと認められるものを日本円TIBOR(1
年物)に代えて用いるものとする。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
（千株） 

資本金
増減額 
(百万円) 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年８月２日 － 202,317 － 6,800 △3,300 1,700



(4) 【大株主の状況】 

①普通株式 

平成17年９月30日現在 

(注)１ 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)、日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)、及び資産管理

サービス信託銀行株式会社（年金信託口）の所有株式数はすべて信託業務に係るものであります。 

２ 株式会社みずほグローバルは、平成17年10月１日付で株式会社みずほコーポレート銀行（住所：東京都千代田区丸の内１

丁目３番３号）に合併されております。 

  

②優先株式 

平成17年９月30日現在 

(注)１ 上記優先株式数は第一回から第四回の合計を表示しております。 

２ 中央三井信託銀行株式会社保有株式のうち780千株は、平成17年10月14日付で東レ株式会社に譲渡されております。 

３ 株式会社みずほグローバルは、平成17年10月１日付で株式会社みずほコーポレート銀行（住所：東京都千代田区丸の内１

丁目３番３号）に合併されております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

東レ株式会社 東京都中央区日本橋室町２丁目１番１号 93,516 51.46

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８番１１号 9,412 5.18

UBS AG  
（常任代理人 ＵＢＳ証券
会社管理部） 

1 Finsbury Avenue, London EC2M 2PP
（東京都千代田区大手町１丁目５番１号
大手町ファーストスクエアイーストタワ
ー） 

7,802 4.29

株式会社みずほグローバル 東京都中央区八重洲１丁目２番１６号 4,489 2.47

日本マスタートラスト信託
銀行株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２丁目１１番３号 4,319 2.38

資産管理サービス信託銀行 
株式会社（年金信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番１２号 4,152 2.28

Morgan Stanley & Co.,Inc. 
（常任代理人 モルガン・
スタンレー証券会社 東京
支店） 

1585  Broadway  New  York,  N.Y.  10036, 
U.S.A.（東京都渋谷区恵比寿４丁目２０番
３号 恵比寿ガーデンプレイスタワー） 

2,211 1.22

三井住友海上火災保険株式
会社 

東京都中央区新川２丁目２７番２号 1,878 1.03

大和証券株式会社 東京都千代田区大手町２丁目６番４号 1,871 1.03

ニッセイ同和損害保険株式
会社 

大阪市北区西天満４丁目１５番１０号 1,500 0.83

計 ― 131,152 72.17

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

株式会社みずほグローバル 東京都中央区八重洲１丁目２番１６号 8,268 40.14

東レ株式会社 東京都中央区日本橋室町２丁目１番１号 5,600 27.18

株式会社ユーエフジェイ銀行 名古屋市中区錦３丁目２１番２４号 4,132 20.06

中央三井信託銀行株式会社 東京都港区芝３丁目３３番１号 2,600 12.62

計 ― 20,600 100.00



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、次のものが含まれております。 

イ) 証券保管振替機構名義の株式             37,000株(議決権37個) 

ロ) 名義人以外から株券喪失登録のある株式        3,000株(議決権 3個) 

ハ) 株主名簿上は当社名義だが実質的に所有していない株式  4,000株(議決権 4個) 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、自己保有株式が次のとおり含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

(注) 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が4,000株(議決権4個)あります。 

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含めております。 

  

区 分 株式数（株） 議決権の数(個) 内 容 

無議決権株式 優先株式 20,600,000 ―
「１ 株式等の状況」の 
「(1)株式の総数等」の 
「②発行済株式」の注記参照 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 147,000 ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 180,807,000 180,807 ― 

単元未満株式 普通株式 763,760 ― ― 

発行済株式総数 
普通株式 181,717,760
優先株式 20,600,000

― ― 

総株主の議決権 ― 180,807 ― 

自己保有株式 蝶理株式会社  134株 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
（株） 

他人名義
所有株式数 
（株） 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合 
(％) 

(自己保有株式) 
 蝶理株式会社 

大阪市中央区瓦町 
２丁目４番７号 

147,000 ― 147,000 0.08

計 ― 147,000 ― 147,000 0.08



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部における市場相場であります。 

  

３ 【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。 

月別 
平成17年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 223 228 237 248 267 280 

最低(円) 188 203 216 222 218 245 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日 内閣府令第5号）附則第3項のた

だし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日 内閣府令第5号）附則第3項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の

中間財務諸表について、中央青山監査法人により中間監査を受けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)         

Ⅰ 流動資産         

１ 現金及び預金 ※２  11,495 5,631  6,680 

２ 受取手形及び売掛金    56,652 33,197  34,635 

３ 有価証券    149 ―  ― 

４ たな卸資産    10,976 9,565  9,220 

５ 繰延税金資産    240 321  326 

６ その他    3,207 4,257  4,780 

貸倒引当金    △263 △108  △120 

流動資産合計    82,458 84.8 52,865 78.0  55,521 79.0

Ⅱ 固定資産         

１ 有形固定資産 ※１ 
・２  2,358 (2.4) 2,087 (3.1)  2,279 (3.2)

２ 無形固定資産 ※２  493 (0.5) 260 (0.4)  314 (0.5)

３ 投資その他の資産         

(1) 投資有価証券 ※２ 3,818   4,932 4,566   

(2) 長期貸付金   2,106   1,916 1,958   

(3) 破産更生債権等   ―   3,733 3,940   

(4) 繰延税金資産   5,238   4,842 4,953   

(5) その他   8,024   3,607 3,363   

貸倒引当金   △7,219 11,968 (12.3) △6,458 12,573 (18.5) △6,635 12,147 (17.3)

固定資産合計    14,820 15.2 14,921 22.0  14,741 21.0

資産合計    97,279 100.0 67,787 100.0  70,262 100.0

          



  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)         

Ⅰ 流動負債         

１ 支払手形及び買掛金    49,003 42,665  45,621 

２ 短期借入金 ※２  27,882 2,080  1,463 

３ 関係会社短期借入金    ― ―  2,000 

４ 賞与引当金    309 435  405 

５ その他    3,636 2,708  3,058 

流動負債合計    80,832 83.1 47,890 70.7  52,548 74.8

Ⅱ 固定負債         

１ 長期借入金 ※２  299 54  205 

２ 退職給付引当金    1,838 1,640  1,721 

３ その他    36 3  0 

固定負債合計    2,175 2.2 1,698 2.5  1,926 2.7

負債合計    83,007 85.3 49,588 73.2  54,475 77.5

(少数株主持分)         

少数株主持分    397 0.4 352 0.5  336 0.5

(資本の部)         

Ⅰ 資本金    6,500 6.7 6,800 10.0  6,800 9.7

Ⅱ 資本剰余金    5,000 5.1 5,000 7.4  5,000 7.1

Ⅲ 利益剰余金    3,542 3.7 6,591 9.7  4,629 6.6

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    △74 △0.1 462 0.7  228 0.3

Ⅴ 為替換算調整勘定    △1,085 △1.1 △991 △1.5  △1,193 △1.7

Ⅵ 自己株式    △8 △0.0 △16 △0.0  △13 △0.0

資本合計    13,873 14.3 17,846 26.3  15,451 22.0

負債、少数株主持分 
及び資本合計    97,279 100.0 67,787 100.0  70,262 100.0

          



② 【中間連結損益計算書】 

  

  
  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    124,081 100.0 108,273 100.0  242,184 100.0

Ⅱ 売上原価    113,768 91.7 98,547 91.0  221,920 91.6

売上総利益 ※１  10,312 8.3 9,725 9.0  20,264 8.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２  8,074 6.5 7,366 6.8  15,797 6.6

営業利益    2,238 1.8 2,358 2.2  4,466 1.8

Ⅳ 営業外収益         

１ 受取利息   47   39 100   

２ 受取配当金   49   202 63   

３ 持分法による 
投資利益   77   70 131   

４ 為替差益   541   155 781   

５ 雑収入   318 1,035 0.9 236 704 0.7 624 1,702 0.7

Ⅴ 営業外費用         

１ 支払利息   725   351 1,340   

２ 手形売却損   141   179 316   

３ 金利スワップ評価損   132   ― 215   

４ 雑支出   228 1,227 1.0 178 709 0.7 907 2,781 1.1

経常利益    2,046 1.7 2,353 2.2  3,388 1.4

Ⅵ 特別利益          

１ 投資有価証券 
等売却益   238   26 292   

２ 固定資産売却益 ※３ 1 239 0.2 1 27 0.0 4 297 0.1

Ⅶ 特別損失          

１ ゴルフ会員権評価損   ―   12 ―   

２ 投資有価証券 
等評価損   6   3 6   

３ 固定資産処分損 ※４ 190   2 272   

４ 投資有価証券 
等売却損   3   0 55   

５ 特別退職金 ※５ 151 352 0.3 ― 18 0.0 163 497 0.2

税金等調整前 
中間(当期)純利益    1,934 1.6 2,362 2.2   3,188 1.3

法人税、住民税 
及び事業税   180   170 321   

法人税等調整額   12 192 0.2 △12 158 0.2 12 333 0.1

少数株主利益    21 0.0 31 0.0   43 0.0

中間(当期)純利益    1,719 1.4 2,173 2.0   2,811 1.2

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  
  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結剰余金計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   5,000 5,000   5,000

Ⅱ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  5,000 5,000   5,000

      

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   1,832 4,629   1,832

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１ 中間(当期)純利益 1,719 2,173 2,811 

２ 新規連結等に伴う増加高 3 1,722 ― 2,173 ― 2,811

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 優先株式配当金 ― 189 ― 

２ 役員賞与 3 3 3 

３ 持分比率変更等に伴う 
減少高 

9 13 18 211 10 14

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  3,542 6,591   4,629

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前中間 
(当期)純利益 

 1,934 2,362 3,188

減価償却費  356 209 682
退職給付引当金の増減額 
(減少：△) 

 △570 △71 △687

貸倒引当金の増減額 
(減少：△) 

 85 △186 △1,200

受取利息及び受取配当金  △97 △242 △164

支払利息  725 351 1,340

為替差損益(差益：△)  △12 97 25
持分法による投資損益 
(益：△) 

 △77 △70 △131

投資有価証券等売却益  △238 △26 △292

投資有価証券等評価損  6 3 6

特別退職金  151 - 163
売上債権の増減額 
(増加：△) 

 4,419 1,432 24,021

たな卸資産の増減額 
(増加：△) 

 △825 △219 768

仕入債務の増減額 
(減少：△) 

 3,124 △2,956 182

役員賞与の支払額  △3 △3 △3
その他の資産の増減額 
(増加：△) 

 423 396 1,598

その他の負債の増減額 
(減少：△) 

 332 △169 △201

その他  △2,972 25 △2,306

小計  6,760 934 26,990

利息及び配当金の受取額  112 245 195
利息の支払額  △810 △401 △1,351

特別退職金の支払額  △388 - △491
法人税等の支払額  △176 △151 △344

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 5,498 627 24,997



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

有形固定資産の取得 
による支出 

 △90 △116 △290

無形固定資産の取得 
による支出 

 △18 △26 △36

投資有価証券の売却 
による収入 

 554 18 613

連結の範囲変更を伴う 
子会社株式の売却 
による収入 

 - 79 101

貸付による支出  △139 △73 △115

貸付金の回収による収入  551 58 655
その他  △615 △228 △411

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 242 △289 516

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入金の純減少額  △11,461 △1,255 △35,825

長期借入れによる収入  60 - 60

長期借入金の返済 
による支出 

 △367 △27 △483

優先株式配当金の支払額  - △189 -

株式の発行による収入  - - 300
その他  △9 △9 △15

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △11,778 △1,482 △35,963

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 8 74 △27

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の増減額(減少：△) 

 △6,028 △1,069 △10,477

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 17,102 6,576 17,102

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び 
現金同等物の増加額 

 12 - 85

Ⅷ 連結除外に伴う現金及び 
現金同等物の減少額 

 △49 - △134

Ⅸ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

※１ 11,036 5,506 6,576

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

(1) 連結子会社 27社 

  主要な連結子会社は、

以下のとおりでありま

す。 

 (会社名) 

 東京靴下㈱、福サイ㈱、

P.T.  Texfibre 

Indonesia、㈱ 蝶 理 コ

ム、Suzuki  Motor  De 

Mexico,S.A. DE C.V.、

Chori America, Inc.、

蝶理(上海)有限公司 

 なお、当中間連結会計期

間において新規設立によ

り１社を連結対象に含

め、株式の売却等のため

３社を連結の範囲から除

外しております。 

(1) 連結子会社 27社 

  主要な連結子会社は、

以下のとおりでありま

す。 

 (会社名) 

 東 京 靴 下 ㈱、P.T. 

Texfibre Indonesia、㈱

蝶 理 コ ム、Chori 

America, Inc.、蝶理(上

海)有限公司 

  

  

なお、当中間連結会計期

間において株式の売却の

ため１社を連結の範囲か

ら除外しております。 

  

(1) 連結子会社 28社 

  主要な連結子会社は、

以下のとおりでありま

す。 

 (会社名) 

 東京靴下㈱、福サイ㈱、

P.T.  Texfibre 

Indonesia、㈱ 蝶 理 コ

ム、Chori  America, 

Inc.、蝶理(上海)有限公

司 

  

 なお、当連結会計年度に

おいて新規設立により４

社を連結対象に含め、株

式の売却等のため５社を

連結の範囲から除外して

おります。 

  (2) 主要な非連結子会社の

名称等 

  主要な会社は以下のと

おりであります。 

 (会社名) 

 Chori Iran Co., Ltd. 

(2) 主要な非連結子会社の

名称等 

  主要な会社は以下のと

おりであります。 

 (会社名) 

同左 

(2) 主要な非連結子会社の

名称等 

  主要な会社は以下のと

おりであります。 

 (会社名) 

同左 

   (連結の範囲から除いた

理由) 

  非連結子会社全体の総

資産合計額、売上高合計

額、中間純損益の合計額

(持分に見合う額)、利益

剰余金の合計額(持分に

見合う額)等は、いずれ

も中間連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていな

いためであります。 

 (連結の範囲から除いた

理由) 

同左 

 (連結の範囲から除いた

理由) 

  非連結子会社全体の総

資産合計額、売上高合計

額、当期純損益の合計額

(持分に見合う額)、利益

剰余金の合計額(持分に

見合う額)等は、いずれ

も連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないた

めであります。 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

２ 持分法の適用に関

する事項 

(1) 持分法適用の非連結子

会社 １社 

  主要な会社は以下のと

おりであります。 

 (会社名) 

 Chori Iran Co., Ltd. 

  なお、当中間連結会計

期間において株式の売却

のため１社を持分法適用

対象から除外しておりま

す。 

(1) 持分法適用の非連結子

会社 １社 

  主要な会社は以下のと

おりであります。 

 (会社名) 

     同左 

  

(1) 持分法適用の非連結子

会社 １社 

  主要な会社は以下のと

おりであります。 

 (会社名) 

同左 

  なお、当連結会計年度

において株式の売却のた

め１社を持分法適用対象

から除外しております。 

  (2) 持分法適用の関連会社 

13社 

  主要な会社は以下のと

おりであります。 

 (会社名) 

 蝶理情報システム㈱ 

 重慶大足紅蝶鍶業有限公

司 

(2) 持分法適用の関連会社 

14社 

  主要な会社は以下のと

おりであります。 

 (会社名) 

     同左 

  

(2) 持分法適用の関連会社 

14社 

  主要な会社は以下のと

おりであります。 

 (会社名) 

同左 

    なお、当中間連結会計

期間において新規設立に

より、１社を持分法適用

対象としております。 

    なお、当連結会計年度

において新規設立によ

り、２社を持分法適用対

象としております。 

  (3) 持分法を適用していな

い非連結子会社及び関連

会社のうち主要な会社等

の名称 

 ㈱シー・アール・エンタ

ープライズ 

 寧波申蝶時装有限公司 

(3) 持分法を適用していな

い非連結子会社及び関連

会社のうち主要な会社等

の名称 

 ㈱シー・アール・エンタ

ープライズ 

  

(3) 持分法を適用していな

い非連結子会社及び関連

会社のうち主要な会社等

の名称 

㈱シー・アール・エンタ

ープライズ 

 寧波申蝶時装有限公司 

   (持分法を適用しない理

由) 

  持分法非適用会社は、

それぞれ中間純損益(持

分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)

等からみて、持分法の対

象から除いても中間連結

財務諸表に及ぼす影響は

軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないた

めであります。 

 (持分法を適用しない理

由) 

同左 

 (持分法を適用しない理

由) 

  持分法非適用会社は、

それぞれ当期純損益(持

分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)

等からみて、持分法の対

象から除いても連結財務

諸表に及ぼす影響は軽微

であり、かつ、全体とし

ても重要性がないためで

あります。 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 連結子会社の(中

間)決算日等に関

する事項 

 連結子会社のうち中間決

算日が中間連結決算日と異

なる子会社は次のとおりで

あります。 

連結子会社名   中間決算日

Chori 
America,Inc. 
他15社 

  ６月30日 

㈱シーエスコ
ーポレーショ
ン 

  ７月31日 

 連結子会社のうち中間決

算日が中間連結決算日と異

なる子会社は次のとおりで

あります。 

連結子会社名 中間決算日

Chori 
America,Inc.
他16社 

６月30日

㈱シーエスコ
ーポレーショ
ン 

７月31日

 連結子会社のうち決算日

が連結決算日と異なる子会

社は次のとおりでありま

す。 

連結子会社名   決算日 

Chori 
America,Inc. 
他16社 

  12月31日 

㈱シーエスコ
ーポレーショ
ン 

  １月31日 

   中間連結財務諸表の作成

にあたっては同日現在の中

間財務諸表を使用し、中間

連結決算日との間に生じた

重要な取引については、連

結上必要な調整を行ってお

ります。 

同左  連結財務諸表の作成にあ

たっては同日現在の財務諸

表を使用し、連結決算日と

の間に生じた重要な取引に

ついては、連結上必要な調

整を行っております。 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間決算日の市場

価格等に基づく時価

法であります。 

    (評価差額は全部

資本直入法により処

理し、売却原価は、

主として移動平均法

により算定しており

ます。) 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    決算日の市場価格

等に基づく時価法で

あります。 

    (評価差額は全部

資本直入法により処

理し、売却原価は、

主として移動平均法

により算定しており

ます。) 

     時価のないもの 

    主として、移動平

均法による原価法で

あります。 

   時価のないもの 

同左 

   時価のないもの 

同左 

  ② デリバティブ取引 

  時価法であります。 

② デリバティブ取引 

同左 

② デリバティブ取引 

同左 

  ③ たな卸資産 

  主として、月次総平均

法による原価法でありま

す。 

③ たな卸資産 

同左 

③ たな卸資産 

同左 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

  主として、定率法(た

だし、建物(建物附属設

備を含む)については、

主として、定額法)によ

っております。 

  なお、主な資産の耐用

年数は以下のとおりであ

ります。 

  建物及び構築物 

２～49年 

  機械装置及び運搬具 

２～15年 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

     同左 

  

  

  

  

なお、主な資産の耐用

年数は以下のとおりであ

ります。 

  建物及び構築物 

２～40年 

  機械装置及び運搬具 

２～15年 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

同左 

  ② 無形固定資産 

  主として、定額法によ

っております。 

  なお、ソフトウェア

(自社利用)については、

主として、利用可能期間

(５年以内)を耐用年数と

する定額法によっており

ます。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

  (3) 重要な繰延資産の処理

方法 

―――――― 

(3) 重要な繰延資産の処理

方法 

―――――― 

(3) 重要な繰延資産の処理

方法 

 新株発行費 

  支出時に全額費用とし

て処理しております。 

  (4) 重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

  債権の貸倒れの損失に

備えるため、主として、

一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につい

ては、個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

(4) 重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

同左 

(4) 重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

同左 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ② 賞与引当金 

  賞与の支払に充てるた

め、主として、当中間連

結会計期間に負担すべき

支給見込額を計上してお

ります。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

  賞与の支払に充てるた

め、主として、翌連結会

計年度に支払うことが見

込まれる賞与額のうち、

当連結会計年度帰属分を

計上しております。 

  ③ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、主として、当

連結会計年度末における

退職給付債務の見込額に

基づき、当中間連結会計

期間末において発生して

いると認められる額を計

上しております。 

  なお、会計基準変更時

差異については、主とし

て、15年による按分額を

費用処理しております。 

  過去勤務債務について

は、発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(13年)による定

額法により按分した額を

費用処理しております。 

  また、数理計算上の差

異については、各連結会

計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(13

年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発

生年度の翌連結会計年度

から費用処理することと

しております。 

③ 退職給付引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、主として、当

連結会計年度末における

退職給付債務の見込額に

基づき計上しておりま

す。 

  なお、会計基準変更時

差異については、主とし

て、15年による按分額を

費用処理しております。 

  過去勤務債務について

は、発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(13年)による定

額法により按分した額を

費用処理しております。 

  また、数理計算上の差

異については、各連結会

計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(13

年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発

生年度の翌連結会計年度

から費用処理することと

しております。 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  

(5)重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換

算の基準 

  提出会社の外貨建金銭

債権債務は、中間連結会

計期間末日の直物為替相

場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処

理しております。なお、

在外子会社等の資産及び

負債と収益及び費用は、

当該在外子会社等の中間

決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算

差額は資本の部における

為替換算調整勘定及び少

数株主持分に含めており

ます。 

(5) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換

算の基準 

同左 

(5) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換

算の基準 

  提出会社の外貨建金銭

債権債務は、連結会計年

度末日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算

差額は損益として処理し

ております。なお、在外

子会社等の資産及び負債

と収益及び費用は、当該

在外子会社等の決算日の

直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は資

本の部における為替換算

調整勘定及び少数株主持

分に含めております。 

  (6) 重要なリース取引の処

理方法 

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、主として、通常の

賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によって

おります。 

(6) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

(6) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

  (7) 重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 

  原則、繰延ヘッジ処理

を採用しております。な

お、振当処理の要件を満

たしている為替予約につ

いては振当処理を採用し

ております。 

(7) 重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

(7) 重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段   ヘッジ対象

為替予約   

外貨建金銭
債権債務及
び外貨建予
定取引 

金利スワップ   借入金利息

② ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段  ヘッジ対象

為替予約  

外貨建金銭
債権債務及
び外貨建予
定取引 

     

② ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段   ヘッジ対象

為替予約   

外貨建金銭
債権債務及
び外貨建予
定取引 

金利スワップ   借入金利息 



  

  

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

(固定資産の減損に係る会計基準) 

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ③ ヘッジ方針 

  提出会社にて社内管理

規程に基づき、為替変動

リスク及び金利変動リス

クをヘッジしておりま

す。 

  また、連結子会社にお

いても上記と同様として

おります。 

③ ヘッジ方針 

 提出会社にて社内管理

規程に基づき、為替変動

リスクをヘッジしており

ます。 

また、連結子会社にお

いても上記と同様として

おります。 

③ ヘッジ方針 

提出会社にて社内管理

規程に基づき、為替変動

リスク及び金利変動リス

クをヘッジしておりま

す。 

  また、連結子会社にお

いても上記と同様として

おります。 

  ④ ヘッジ有効性評価の方

法 

  既に経過した期間につ

いての変動額の累計を比

較する方法によっており

ます。 

④ ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

  (8) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な事

項 

 消費税等の会計処理 

  税抜方式によっており

ます。 

(8) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な事

項 

同左 

(8) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

  

同左 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲 

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は手

許現金、要求払預金及び取

得日から３か月以内に満期

日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期投資からなってお

ります。 

同左  連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は手許現

金、要求払預金及び取得日

から３か月以内に満期日の

到来する流動性の高い、容

易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短

期投資からなっておりま

す。 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  

――― 

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」(企業会計審議会 平

成14年8月9日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準適用指針第6号 平成15

年10月31日)を適用しております。 

 なお、当中間連結会計期間につき

ましては、これによる損益に与える

影響はありません。 

  

――― 



(表示方法の変更) 

  

  

注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

  

――― 

  

(中間連結貸借対照表関係) 

「破産更生債権等」は前中間連結会計期間末まで投資

その他の資産の「その他」に含めて表示しておりました

が、当中間連結会計期間末において資産総額の100分の5

を超えたため区分掲記しました。 

なお、前中間連結会計期間末の「破産更生債権等」の

金額は4,099百万円であります。 

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、4,143百万円でありま

す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、2,836百万円でありま

す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、3,919百万円でありま

す。 

      

※２ 担保に供している資産及び対

応債務 

 (注) 金額欄(内書)は、工場財団

抵当及び当該対応債務であ

ります。 

提供資産の種類 
金額 
(百万円) 

現金及び預金 313 

有形固定資産 1,280 (216)

無形固定資産 5 

投資有価証券 90 

計 1,689 (216)

対応債務の種類 
金額 
(百万円) 

短期借入金 1,958 (512)

長期借入金 198 (198)

計 2,156 (710)

※２ 担保に供している資産及び対

応債務 

  

提供資産の種類
金額
(百万円) 

有形固定資産   46 

計 46 

対応債務の種類
金額
(百万円) 

短期借入金 13 

計 13 

   

   

   

※２ 担保に供している資産及び対

応債務 

 (注) 金額欄(内書)は、工場財団

抵当及び当該対応債務であ

ります。 

提供資産の種類
金額 
(百万円) 

建物及び構築物 230 ( 92)

機械装置及び
運搬具 

73 ( 73)

工具・器具及び
備品 

6 ( 6)

土地 928 ( 25)

投資有価証券 101 

計 1,339 (197)

対応債務の種類 金額(百万円) 

短期借入金 1,063 (306)

長期借入金 135 (135)

計 1,198 (441)



  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

３ 保証債務 

  当中間連結会計期間末における

保証債務の内容及び金額が重要性

に乏しいため、中間連結財務諸表

規則第40条の規定により、記載を

省略しております。 

  

４ 手形割引高 

(a) 受取手形割引高 

178百万円 

   (b) 輸出手形割引高 

2,467百万円 

３ 保証債務 

同左 

  

  

  

  

  

４ 手形割引高 

(a) 受取手形割引高 

60百万円 

   (b) 輸出手形割引高 

1,316百万円 

３ 保証債務 

  当連結会計年度末における保証

債務の内容及び金額が重要性に乏

しいため、連結財務諸表規則第39

条の2の規定により、記載を省略

しております。 

  

４ 手形割引高 

(a) 受取手形割引高 

269百万円 

   (b) 輸出手形割引高 

2,064百万円 

  

５ 債権流動化に伴う買戻義務 

――― 

  

５ 債権流動化に伴う買戻義務 

9,385百万円 

  

５ 債権流動化に伴う買戻義務 

8,233百万円 

６ 提出会社では、金融機関5社と

シンジケーション方式によるコミ

ットメントライン契約を締結して

おります。 

当中間連結会計期間末におけ

るコミットメントライン契約の

総額及び借入実行残高は次のと

おりであります。 

  

コミットメントライ

ン契約の総額 
10,000百万円

借入実行残高 ―百万円

差引計 10,000百万円

６      同左 

  

６ 提出会社では、金融機関5社と

シンジケーション方式によるコミ

ットメントライン契約を締結して

おります。 

当連結会計年度末におけるコ

ミットメントライン契約の総額

及び借入実行残高は次のとおり

であります。 

コミットメントライ

ン契約の総額 
10,000百万円 

借入実行残高 ―百万円 

差引計 10,000百万円 



  
(中間連結損益計算書関係) 

  

  
  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 返品調整引当金繰入額４百万

円、戻入額４百万円が含まれ

ております。 

※１ 返品調整引当金繰入額４百万

円、戻入額４百万円が含まれ

ております。 

※１ 返品調整引当金繰入額４百万

円、戻入額４百万円が含まれ

ております。 

      

※２ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。 

運賃諸掛 1,031百万円

貸倒引当金 
繰入額 

31百万円

給与手当 2,233百万円

賞与引当金 
繰入額 

272百万円

退職給付費用 192百万円

※２ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。 

運賃諸掛 960百万円

貸倒引当金
繰入額 

63百万円

給与手当 1,984百万円

賞与引当金
繰入額 

394百万円

退職給付費用 178百万円

※２ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。 

運賃諸掛 2,013百万円

貸倒引当金
繰入額 

34百万円

給与手当 4,265百万円

賞与引当金
繰入額 

362百万円

退職給付費用 380百万円

      

※３ 主として、機械装置及び運搬

具の売却によるものでありま

す。 

※３ 機械装置及び運搬具の売却に

よるものであります。 

※３ 主として、機械装置及び運搬

具、建物及び構築物の売却に

よるものであります。 

      

※４ 主として、土地、建物及び構

築物の処分によるものであり

ます。 

※４ 主として、機械装置及び運搬

具の処分によるものでありま

す。 

※４ 主として、土地、建物及び構

築物の処分によるものであり

ます。 

      

※５ 転職支援制度等による割増退

職金であります。 

※５     ――― ※５ 転職支援制度等による割増退

職金であります。 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

  

現金及び 
預金勘定 

11,495百万円

有価証券勘定 149百万円

計 11,645百万円

預入期間が３
か月を超える
定期預金 

△121百万円

担保に供して
いる預金 

△337百万円

償還期間が３
か月を超える
債券等 

△149百万円

現金及び 
現金同等物 

11,036百万円

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

  

現金及び
預金勘定 

5,631百万円

預入期間が３
か月を超える
定期預金 

△125百万円

現金及び
現金同等物 

5,506百万円

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

  

現金及び
預金勘定 

6,680百万円

預入期間が３
か月を超える
定期預金 

△104百万円

現金及び
現金同等物 

6,576百万円



(リース取引関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 ① 機械装置及び運搬具 

取得価額相当額 18百万円

減価償却累計額 
相当額 

8百万円

中間期末残高 
相当額 

10百万円

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 ① 機械装置及び運搬具 

取得価額相当額 15百万円

減価償却累計額
相当額 

9百万円

中間期末残高
相当額 

6百万円

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 ① 機械装置及び運搬具 

取得価額相当額 18百万円

減価償却累計額 
相当額 

10百万円

期末残高相当額 8百万円

 ② 工具・器具及び備品 

取得価額相当額 621百万円

減価償却累計額 
相当額 

462百万円

中間期末残高 
相当額 

159百万円

 ② 工具・器具及び備品 

取得価額相当額 293百万円

減価償却累計額
相当額 

224百万円

中間期末残高
相当額 

68百万円

 ② 工具・器具及び備品 

取得価額相当額 298百万円

減価償却累計額 
相当額 

209百万円

期末残高相当額 89百万円

   合計(①＋②) 

取得価額相当額 640百万円

減価償却累計額 
相当額 

470百万円

中間期末残高 
相当額 

169百万円

   合計(①＋②) 

取得価額相当額 309百万円

減価償却累計額
相当額 

234百万円

中間期末残高
相当額 

75百万円

   合計(①＋②) 

取得価額相当額 316百万円

減価償却累計額 
相当額 

219百万円

期末残高相当額 97百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 110百万円

１年超 68百万円

合計 179百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 50百万円

１年超 29百万円

合計 79百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 66百万円

１年超 36百万円

合計 102百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 91百万円

減価償却費 
相当額 

82百万円

支払利息相当額 5百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 36百万円

減価償却費
相当額 

32百万円

支払利息相当額 2百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 171百万円

減価償却費
相当額 

154百万円

支払利息相当額 9百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

  （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はありませんので、項目等の記載は

省略しております。 

  



(有価証券関係) 

  

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 時価の下落率が30%以上の銘柄については、個別銘柄ごとに時価等をもとに回復可能性を考慮して必要と認められた額につい

て減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) なお、時価の下落率が30%以上の銘柄については、個別銘柄ごとに時価等をもとに回復可能性を考慮して必要と認められた額

について減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

  

  
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 1,694 2,225 531

(2) 債券 149 149 0

合計 1,844 2,375 531

  
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

その他有価証券 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 552

  
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 2,101 3,438 1,337

合計 2,101 3,483 1,337

  
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

その他有価証券 

非上場株式 467



前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 時価の下落率が30％以上の銘柄については、個別銘柄ごとに時価等をもとに回復可能性を考慮して必要と認められた額につ

いて減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

  

  
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 2,095 3,090 994

合計 2,095 3,090 994

  
連結貸借対照表
計上額(百万円) 

その他有価証券 

非上場株式 445



(デリバティブ取引関係) 

  

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

   デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 
  

（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

   デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （1）通貨関連 

    当社グループが行う為替予約取引はすべてヘッジ取引に該当しますので、当中間連結会計期間末におけるデリバティブ取引

の契約額等、時価及び評価損益については、省略しております。 

 （2）金利関連 
  

（注）１ 時価の算定方法 

金利スワップ取引・・・金利スワップ契約を締結している取引銀行から提示された価格によっております。 

   ２ 上記金利スワップ契約における想定元本額は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク量を示すものではあり

ません。 

   ３ 当中間連結会計期間末において、ヘッジ対象となる借入金はありません。 

  

前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

   デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （1）通貨関連 

    当社グループが行う為替予約取引はすべてヘッジ取引に該当しますので、当連結会計年度末におけるデリバティブ取引の契

約額等、時価及び評価損益については、省略しております。 

 （2）金利関連 
  

（注）１ 時価の算定方法 

金利スワップ取引・・・金利スワップ契約を締結している取引銀行から提示された価格によっております。 

   ２ 上記金利スワップ契約における想定元本額は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク量を示すものではあり

ません。 

   ３ 当連結会計年度末において、ヘッジ対象となる借入金はありません。 

前へ     

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

金    利 スワップ取引 8,500 △132 △132

合         計 8,500 △132 △132

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

金    利 スワップ取引 13,000 △115 △115

合         計 13,000 △115 △115

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

金    利 スワップ取引 13,000 △215 △215

合         計 13,000 △215 △215



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日) 

  

(注) １ 事業区分は商品の種類、性質の類似性等により区分しております。 

２ 事業区分の主な取扱商品 

繊維事業  ：化・合繊、生糸その他の天然繊維等の綿及び原糸並びに化・合繊、絹その他の天然繊維等の織物、編物及

び製品並びに産業資材 

化学品事業 ：有機・無機化学品、医薬原料及び食品・飼料添加剤 

その他の事業：情報・通信機器、機械、車輌、不動産及び各種役務提供 

  

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

  

(注) １ 事業区分は商品の種類、性質の類似性等により区分しております。 

２ 事業区分の主な取扱商品 

繊維事業  ：化・合繊、生糸その他の天然繊維等の綿及び原糸並びに化・合繊、絹その他の天然繊維等の織物、編物及

び製品並びに産業資材 

化学品事業 ：有機・無機化学品、医薬原料及び食品・飼料添加剤 

その他の事業：情報・通信機器、機械、車輌、不動産及び各種役務提供 

  

  
繊維事業 
(百万円) 

化学品事業
(百万円) 

その他の
事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

79,181 30,881 14,017 124,081 ― 124,081 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― 672 672 △672 ― 

計 79,181 30,881 14,690 124,753 △672 124,081 

営業費用 78,059 30,091 14,364 122,515 △672 121,842 

営業利益 1,122 790 325 2,238 ― 2,238 

  
繊維事業 
(百万円) 

化学品事業
(百万円) 

その他の
事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

71,418 23,163 13,691 108,273 ― 108,273 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― 619 619 △619 ― 

計 71,418 23,163 14,310 108,892 △619 108,273 

営業費用 70,020 22,480 14,038 106,539 △625 105,914 

営業利益 1,398 682 272 2,353 5 2,358 



前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

(注) １事業区分は商品の種類、性質の類似性等により区分しております。 

２ 事業区分の主な取扱商品 

  繊維事業  ：化・合繊、生糸その他の天然繊維等の綿及び原糸並びに化・合繊、絹その他の天然繊維等の織物、編物及

び製品並びに産業資材 

  化学品事業 ：有機・無機化学品、医薬原料及び食品・飼料添加剤 

  その他の事業：情報・通信機器、機械、車輌、不動産及び各種役務提供 

  

  
繊維事業 
(百万円) 

化学品事業
(百万円) 

その他の
事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

154,813 58,717 28,654 242,184 ― 242,184 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― 1,327 1,327 △1,327 ― 

計 154,813 58,717 29,982 243,512 △1,327 242,184 

営業費用 152,321 57,273 29,450 239,046 △1,327 237,718 

営業利益 2,491 1,443 531 4,466 ― 4,466 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア：シンガポール、中国 

その他：米州、欧州 

  

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア：中国、シンガポール 

その他：米州 

  

  
日本 
(百万円) 

アジア
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

111,826 8,557 3,697 124,081 ― 124,081

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

2,178 763 217 3,160 △3,160 ―

計 114,004 9,320 3,915 127,241 △3,160 124,081

営業費用 112,067 9,064 3,860 124,992 △3,149 121,842

営業利益 1,937 256 54 2,248 △10 2,238

  
日本 
(百万円) 

アジア
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

101,874 3,498 2,900 108,273 ― 108,273

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

1,948 794 96 2,839 △2,839 ―

計 103,822 4,292 2,997 111,112 △2,839 108,273

営業費用 101,625 4,094 3,030 108,749 △2,835 105,914

営業利益又は営業損失(△) 2,197 198 △32 2,363 △4 2,358



前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア：中国、シンガポール 

その他：米州 

  

  
日本 
(百万円) 

アジア
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

222,842 11,907 7,435 242,184 ― 242,184

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

4,301 1,466 353 6,121 △6,121 ―

計 227,143 13,373 7,789 248,306 △6,121 242,184

営業費用 223,081 13,088 7,666 243,835 △6,117 237,718

営業利益 4,062 285 123 4,471 △4 4,466



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア：中国、インドネシア 

その他：米州、欧州 

３ 海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア：中国、インドネシア 

その他：米州、中東 

３ 海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア：中国、インドネシア 

その他：米州、中東 

３ 海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 31,284 13,601 44,886

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― 124,081

Ⅲ 連結売上高に占める海外 
売上高の割合(％) 

25.2 11.0 36.2

  アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 25,822 13,364 39,187

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― 108,273

Ⅲ 連結売上高に占める海外 
売上高の割合(％) 

23.8 12.3 36.2

  アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 63,678 25,028 88,707

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― 242,184

Ⅲ 連結売上高に占める海外 
売上高の割合(％) 

26.3 10.3 36.6



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 21.33円 １株当たり純資産額 41.56円 １株当たり純資産額 27.32円

１株当たり中間純利益 
金額 

9.47円
１株当たり中間純利益
金額 

11.97円
１株当たり当期純利益 
金額 

14.44円

潜在株式調整後１株当 
たり中間純利益金額 

5.49円
潜在株式調整後１株当
たり中間純利益金額 

6.90円
潜在株式調整後１株当 
たり当期純利益金額 

8.96円

項目 
前中間連結会計期間

（自 平成16年4月1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年4月1日 
至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月1日 
至 平成17年3月31日） 

中間連結損益計算書上の中間(当
期)純利益(百万円) 

1,719 2,173 2,811

普通株主に帰属しない金額の主要
な内訳(百万円) 
 利益処分による優先株式配当金 

  
― 

  
― 

 
  
189 

普通株主に帰属しない金額(百万
円) 

― ― 189

普通株式に係る中間(当期)純利益
(百万円) 

1,719 2,173 2,621

普通株式の期中平均株式数(千株) 181,619 181,579 181,608

中間(当期)純利益調整額(百万円) ― ― ―

潜在株式調整後１株当たり中間
(当期)純利益金額の算定に用いら
れた普通株式増加数の主要な内訳
(千株) 
 第一回優先株式 
 第二回優先株式 
 第三回優先株式 
 第四回優先株式 

  
  
  

39,473 
46,052 
46,052 
― 

  
  
  

39,473 
46,052 
46,052 
1,704 

 
  
  
  

39,473 
46,052 
46,052 
710 

普通株式増加数(千株) 131,578 133,283 132,289

希薄化効果を有しないため、潜在
株式調整後１株当たり中間(当期)
純利益金額の算定に含まれなかっ
た潜在株式の概要 

― ― ―



(2) 【その他】 

特記すべき事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)         

Ⅰ 流動資産         

１ 現金及び預金 ※２ 8,947   3,263 4,097   

２ 受取手形   28,110   7,553 9,097   

３ 売掛金   24,375   23,535 23,900   

４ 商品   8,306   7,506 7,180   

５ その他   3,060   4,320 5,014   

  貸倒引当金   △139   △103 △112   

  流動資産合計    72,662 81.8 46,076 74.0  49,179 75.5

Ⅱ 固定資産         

１ 有形固定資産 ※１ 520   (0.6) 562 (0.9) 568   (0.9)

２ 無形固定資産   481   (0.5) 236 (0.4) 297   (0.4)

３ 投資その他の資産         

(1) 投資有価証券   ―   3,693 3,345   

(2) 関係会社株式   4,386   4,095 4,181   

(3) 長期貸付金   3,060   2,074 2,795   

(4) 破産更生債権等   ―   3,580 3,848   

(5) 繰延税金資産   5,223   4,825 4,936   

(6) その他   10,457   3,499 3,349   

  貸倒引当金   △7,969   △6,395 △7,352   

投資その他の資産計   15,158   (17.1) 15,373 (24.7) 15,105   (23.2)

固定資産合計    16,160 18.2 16,173 26.0  15,971 24.5

資産合計    88,822 100.0 62,250 100.0  65,150 100.0

          



  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)         

Ⅰ 流動負債         

１ 支払手形   22,462   20,191 20,343   

２ 買掛金   22,595   20,801 23,184   

３ 短期借入金   25,010   0 0   

４ 関係会社短期借入金   ―   ― 2,000   

５ 賞与引当金   238   390 339   

６ その他   3,783   2,630 2,972   

流動負債合計    74,090 83.4 44,014 70.7  48,839 75.0

Ⅱ 固定負債         

１ 長期借入金   10   3 10   

２ 退職給付引当金   1,702   1,498 1,578   

固定負債合計    1,713 1.9 1,501 2.4  1,589 2.4

負債合計    75,803 85.3 45,516 73.1  50,428 77.4

          

(資本の部)         

Ⅰ 資本金    6,500 7.3 6,800 10.9  6,800 10.4

Ⅱ 資本剰余金         

１ 資本準備金   5,000   1,700 5,000   

２ その他資本剰余金         

資本金及び資本 
  準備金減少差益   ―   3,300 ―   

資本剰余金合計    5,000 5.6 5,000 8.0  5,000 7.7

Ⅲ 利益剰余金         

１ 中間(当期)未処分 
  利益   1,578   4,503 2,702   

利益剰余金合計    1,578 1.8 4,503 7.3  2,702 4.1

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    △50 △0.0 447 0.7  233 0.4

Ⅴ 自己株式    △8 △0.0 △16 △0.0  △13 △0.0

資本合計    13,019 14.7 16,734 26.9  14,721 22.6

負債・資本合計    88,822 100.0 62,250 100.0  65,150 100.0

          



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    110,897 100.0 100,583 100.0  220,345 100.0

Ⅱ 売上原価    103,145 93.0 93,009 92.5  204,932 93.0

売上総利益    7,752 7.0 7,574 7.5  15,412 7.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  5,942 5.4 5,520 5.5  11,669 5.3

営業利益    1,809 1.6 2,053 2.0  3,743 1.7

Ⅳ 営業外収益          

受取利息   58   39 108   

受取配当金   85   125 239   

為替差益   569   170 824   

その他   274 988 0.9 215 551 0.6 528 1,700 0.8

Ⅴ 営業外費用          

支払利息   669   310 1,237   

手形売却損   138   177 312   

金利スワップ評価損   132   ― 215   

その他   211 1,152 1.0 150 638 0.6 831 2,596 1.2

経常利益    1,646 1.5 1,966 2.0   2,847 1.3

Ⅵ 特別利益    249 0.2 51 0.0   310 0.1

Ⅶ 特別損失    326 0.3 18 0.0   415 0.2

税引前中間 
(当期)純利益    1,568 1.4 2,000 2.0   2,741 1.2

法人税、住民税 
及び事業税   38   24 59   

法人税等調整額   10 48 0.0 △15 9 0.0 37 96 0.0

中間(当期)純利益    1,520 1.4 1,990 2.0   2,644 1.2

前期繰越利益    57 2,513   57 

中間(当期) 
未処分利益    1,578 4,503   2,702 

           



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

  子会社株式及び関連会

社株式 

   移動平均法による原

価法であります。 

  

(1) 有価証券 

  子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

(1) 有価証券 

  子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

    その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間会計期間末日

の市場価格等に基づ

く時価法でありま

す。 

    (評価差額は全部

資本直入法により処

理し、売却原価は、

移動平均法により算

定しております。) 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    事業年度末日の市

場価格等に基づく時

価法であります。 

    (評価差額は全部

資本直入法により処

理し、売却原価は、

移動平均法により算

定しております。) 

  

     時価のないもの 

    移動平均法による

原価法であります。 

   時価のないもの 

同左 

   時価のないもの 

同左 

  (2) デリバティブ取引 

  時価法であります。 

(2) デリバティブ取引 

同左 

(2) デリバティブ取引 

同左 

  (3) たな卸資産 

  月次総平均法による原

価法であります。 

(3) たな卸資産 

同左 

(3) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法(ただし、建物

(建物附属設備を含む)に

ついては定額法)によっ

ております。 

  なお、主な資産の耐用

年数は以下のとおりであ

ります。 

  建物及び構築物 

２～49年 

  機械装置及び車両運搬

具     ２～15年 

(1) 有形固定資産 

     同左 

  

  

  

なお、主な資産の耐用

年数は以下のとおりであ

ります。 

建物及び構築物 

２～40年 

  機械装置及び車両運搬

具     ２～15年 

(1) 有形固定資産 

同左 

  

  

  

同左 

  (2) 無形固定資産 

  定額法によっておりま

す。 

  ただし、ソフトウェア

(自社利用)については利

用可能期間(５年以内)を

耐用年数とする定額法に

よっております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れの損失に

備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定

の債権については、個別

に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上し

ております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

  賞与の支払に充てるた

め、当中間会計期間に負

担すべき支給見込額を計

上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

  賞与の支払に充てるた

め、翌期に支払うことが

見込まれる賞与額のう

ち、当期帰属分を計上し

ております。 

  (3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務の

見込額に基づき、当中間

会計期間末において発生

していると認められる額

を計上しております。 

  なお、会計基準変更時

差異については、15年に

よる按分額を費用処理し

ております。 

  過去勤務債務について

は、発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(13年)による定

額法により按分した額を

費用処理しております。 

  また、数理計算上の差

異については、各事業年

度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(13年)に

よる定額法により按分し

た額をそれぞれ発生年度

の翌事業年度から費用処

理することとしておりま

す。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務の

見込額に基づき計上して

おります。 

  なお、会計基準変更時

差異については、15年に

よる按分額を費用処理し

ております。 

  過去勤務債務について

は、発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(13年)による定

額法により按分した額を

費用処理しております。 

  また、数理計算上の差

異については、各事業年

度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(13年)に

よる定額法により按分し

た額をそれぞれ発生年度

の翌事業年度から費用処

理することとしておりま

す。 

４ 外貨建ての資産及

び負債の本邦通貨

への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、

中間会計期間末日の直物為

替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として

処理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、

事業年度末日の直物為替相

場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理し

ております。 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

５ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

  原則、繰延ヘッジ処理

を採用しております。な

お、振当処理の要件を満

たしている為替予約につ

いては振当処理を採用し

ております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段   ヘッジ対象

為替予約   

外貨建金銭
債権債務及
び外貨建予
定取引 

金利スワップ   借入金利息

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段  ヘッジ対象

為替予約  

外貨建金銭
債権債務及
び外貨建予
定取引 

     

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段   ヘッジ対象

為替予約   

外貨建金銭
債権債務及
び外貨建予
定取引 

金利スワップ   借入金利息 

  (3) ヘッジ方針 

  社内管理規程に基づ

き、為替変動リスク及び

金利変動リスクをヘッジ

しております。 

(3) ヘッジ方針 

社内管理規程に基づ

き、為替変動リスクをヘ

ッジしております。 

(3) ヘッジ方針 

社内管理規程に基づ

き、為替変動リスク及び

金利変動リスクをヘッジ

しております。 

  (4) ヘッジ有効性評価の方

法 

  既に経過した期間につ

いての変動額の累計を比

較する方法によっており

ます。 

(4) ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

７ その他中間財務諸

表（財務諸表）作

成のための基本と

なる重要な事項 

(1) 繰延資産の処理方法 

  

――― 

(1) 繰延資産の処理方法 

  

――― 

(1) 繰延資産の処理方法 

  新株発行費 

  支出時に全額費用とし

て処理しております。 

  (2) 消費税等の会計処理 

  税抜方式によっており

ます。 

(2) 消費税等の会計処理 

同左 

(2) 消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

(固定資産の減損に係る会計基準) 

  

  

(表示方法の変更) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  

――― 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14

年8月9日))及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準適用指針第6号 平成15年10

月31日)を適用しております。 

 なお、当中間会計期間につきまし

ては、これによる損益に与える影響

はありません。 

  

――― 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

(中間貸借対照表関係) 

 「繰延税金資産」は前中間会計期間末まで投資その他

の資産の「その他」に含めて表示しておりましたが、当

中間会計期間末において資産の総額の100分の5を超えた

ため区分掲記しました。 

 なお、前中間会計期間末の「繰延税金資産」の金額は

4,428百万円であります。 

  

――― 

  

――― 

  

  

  

  

  

(中間貸借対照表関係) 

「投資有価証券」は前中間会計期間末まで投資その他

の資産の「その他」に含めて表示しておりましたが、当

中間会計期間末において資産総額の100分の5を超えたた

め区分掲記しました。 

なお、前中間会計期間末の「投資有価証券」の金額は

2,617百万円であります。 

「破産更生債権等」は前中間会計期間末まで投資その

他の資産の「その他」に含めて表示しておりましたが、

当中間会計期間末において資産総額の100分の5を超えた

ため区分掲記しました。 

なお、前中間会計期間末の「破産更生債権等」の金額

は4,045百万円であります。 

  



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産減

価償却累計額 
1,228百万円 1,173百万円 1,169百万円 

※２ 担保に供してい

る資産及び対応

債務 

    

  

  

  

 担保提供資産 

  

  

  

――― 

  

  

  

――― 

   現金及び預金  225百万円 

  

対応債務 

    

      

      

  ―――     

 ３ 保証債務       

 (1) 関係会社等の金

融機関からの借

入に対する保証 

  

  

  

  

  

 (2) 海外現地法人の

金融機関からの

借入に対する保

証 

  

東京靴下㈱ 972百万円

P.T.Texfibre 

Indonesia 
80百万円

山梨蝶理㈱ 71百万円

その他2社 27百万円

(計) 1,152百万円

   

Chori  
Trading 
(Malaysia) 
SDN.BHD. 

210百万円

Chori  
Australia  
Pty Ltd. 

120百万円

P.T.Chori  
Indonesia 

33百万円

その他２社 7百万円

(計) 372百万円

(合計) 1,524百万円

東京靴下㈱ 1,400百万円

P.T.Texfibre

Indonesia 
89百万円

山梨蝶理㈱ 33百万円

その他2社 14百万円

(計) 1,537百万円

  

  
 

東京靴下㈱ 666百万円

P.T.Texfibre 

Indonesia 
74百万円

山梨蝶理㈱ 64百万円

その他2社 20百万円

(計) 825百万円

   

Chori 
Australia  
Pty Ltd． 

301百万円

Chori 
Trading 
(Malaysia) 
SDN.BHD. 

69百万円

Chori 
Co.,(Hong 
Kong).Ltd. 

32百万円

Chori 
Singapore  
Pte.Ltd. 

28百万円

(計) 432百万円

(合計) 1,969百万円

Chori 
Australia  
Pty Ltd． 

259百万円

Chori 
Trading 
(Malaysia) 
SDN.BHD. 

179百万円

Chori 
Singapore  
Pte.Ltd. 

13百万円

(計) 452百万円

(合計) 1,278百万円

   上記(1)(2)のう

ち外貨建 

   保証債務の金額 

    

  

  

    円貨額 

    (主な外貨額) 

438百万円 

(US$2,038千) 

516百万円 

(US$3,944千) 

516百万円 

  (US$3,141千) 

 ４ 手形割引高       

  

  

  

輸出手形 

割引高   2,395百万円 

輸出手形 

割引高    1,316百万円 

輸出手形 

割引高   2,063百万円 

  

５ 債権流動化に伴

う買戻義務 

  

  

――― 

  

9,385百万円 

  

8,233百万円 



  

  
  

(中間損益計算書関係) 

  

  
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

 ６ その他注記事項 金融機関5社とシンジケ

ーション方式によるコミッ

トメントライン契約を締結

しております。 

当中間会計期間末におけ

るコミットメントライン契

約の総額及び借入実行残高

は次のとおりであります。 

コミットメントラ

イン契約の総額 

10,000

百万円

借入実行残高 ―百万円

差引計 
10,000

百万円

同左 

  

金融機関5社とシンジケ

ーション方式によるコミッ

トメントライン契約を締結

しております。 

当事業年度末におけるコ

ミットメントライン契約の

総額及び借入実行残高は次

のとおりであります。 

コミットメントラ

イン契約の総額 

10,000

百万円

借入実行残高 ―百万円

差引計 
10,000

百万円

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 減価償却実施額 有形固定資産  48百万円 有形固定資産  53百万円 有形固定資産   99百万円

  無形固定資産  219百万円 無形固定資産  80百万円 無形固定資産  410百万円



(リース取引関係) 

  

  

次へ 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 ① 車両及び運搬具 

取得価額相当額 15百万円

減価償却累計額 
相当額 

7百万円

中間期末残高 
相当額 

7百万円

 ① 車両及び運搬具 

取得価額相当額 12百万円

減価償却累計額
相当額 

8百万円

中間期末残高
相当額 

4百万円

 ① 車両及び運搬具 

取得価額相当額 15百万円

減価償却累計額 
相当額 

9百万円

期末残高相当額 6百万円

 ② 工具・器具及び備品 

取得価額相当額 584百万円

減価償却累計額 
相当額 

445百万円

中間期末残高 
相当額 

139百万円

 ② 工具・器具及び備品 

取得価額相当額 245百万円

減価償却累計額
相当額 

199百万円

中間期末残高
相当額 

46百万円

 ② 工具・器具及び備品 

取得価額相当額 261百万円

減価償却累計額 
相当額 

188百万円

期末残高相当額 72百万円

   合計(①＋②) 

取得価額相当額 600百万円

減価償却累計額 
相当額 

453百万円

中間期末残高 
相当額 

146百万円

   合計(①＋②) 

取得価額相当額 258百万円

減価償却累計額
相当額 

207百万円

中間期末残高
相当額 

50百万円

   合計(①＋②) 

取得価額相当額 276百万円

減価償却累計額 
相当額 

198百万円

期末残高相当額 78百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 101百万円

１年超 54百万円

合計 155百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 39百万円

１年超 14百万円

合計 54百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 57百万円

１年超 26百万円

合計 83百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 88百万円

減価償却費 
相当額 

79百万円

支払利息相当額 5百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 31百万円

減価償却費
相当額 

27百万円

支払利息相当額 1百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 163百万円

減価償却費
相当額 

147百万円

支払利息相当額 8百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

  （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はありませんので、項目等の記載は

省略しております。 

  



(有価証券関係) 

  

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

前事業年度末(平成17年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 16.63円 １株当たり純資産額 35.44円 １株当たり純資産額 23.31円

１株当たり中間純利益 
金額 

8.37円
１株当たり中間純利益
金額 

10.96円
１株当たり当期純利益 
金額 

13.52円

潜在株式調整後１株当 
たり中間純利益金額 

4.86円
潜在株式調整後１株当
たり中間純利益金額 

6.32円
潜在株式調整後１株当 
たり当期純利益金額 

8.43円

項目 
前中間会計期間

（自 平成16年4月1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年4月1日 
至 平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年4月1日 
至 平成17年3月31日） 

中間損益計算書上の中間(当期)純
利益(百万円) 

1,520 1,990 2,644

普通株主に帰属しない金額の主要
な内訳(百万円) 
 利益処分による優先株式配当金 

  
― 

  
― 
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普通株主に帰属しない金額(百万
円) 

― ― 189

普通株式に係る中間(当期)純利益
(百万円) 

1,520 1,990 2,455

普通株式の期中平均株式数(千株) 181,619 181,579 181,608

中間(当期)純利益調整額(百万円) ― ― ―

潜在株式調整後１株当たり中間
(当期)純利益金額の算定に用いら
れた普通株式増加数の主要な内訳
(千株) 
 第一回優先株式 
 第二回優先株式 
 第三回優先株式 
 第四回優先株式 

  
  
  

39,473 
46,052 
46,052 
― 

  
  
  

39,473 
46,052 
46,052 
1,704 

 
  
  
  

39,473 
46,052 
46,052 
710 

普通株式増加数(千株) 131,578 133,283 132,289

希薄化効果を有しないため、潜在
株式調整後１株当たり中間(当期)
純利益金額の算定に含まれなかっ
た潜在株式の概要 

― ― ―



(2) 【その他】 

特記すべき事項はありません。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第58期) 

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日   

平成17年６月30日 
関東財務局長に提出 

(2) 有価証券報告書の 
訂正報告書 上記有価証券報告書の訂正報告書 

 
  
平成17年７月４日 
関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１０日

蝶 理 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている蝶理株式会社の平成

１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッ

シュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、蝶理株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１６

年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 澤 田 侚 己 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 田 拓 幸 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月９日

蝶 理 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている蝶理株式会社の平成

１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッ

シュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、蝶理株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１７

年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 澤 田 侚 己 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 田 拓 幸 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１０日

蝶 理 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている蝶理株式会社の平成

１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第５８期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日

まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、蝶理株

式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３

０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 澤 田 侚 己 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 田 拓 幸 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月９日

蝶 理 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている蝶理株式会社の平成

１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第５９期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日

まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、蝶理株

式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３

０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 澤 田 侚 己 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 田 拓 幸 

      


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２仕入、成約及び売上の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)発行済株式総数、資本金等の状況
	(4)大株主の状況
	(5)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	(1)中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結剰余金計算書
	④中間連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高

	(2)その他

	２中間財務諸表等
	(1)中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書

	(2)その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/65
	pageform2: 2/65
	form1: EDINET提出書類  2005/12/14 提出
	form2: 蝶理株式会社(401019)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/65
	pageform4: 4/65
	pageform5: 5/65
	pageform6: 6/65
	pageform7: 7/65
	pageform8: 8/65
	pageform9: 9/65
	pageform10: 10/65
	pageform11: 11/65
	pageform12: 12/65
	pageform13: 13/65
	pageform14: 14/65
	pageform15: 15/65
	pageform16: 16/65
	pageform17: 17/65
	pageform18: 18/65
	pageform19: 19/65
	pageform20: 20/65
	pageform21: 21/65
	pageform22: 22/65
	pageform23: 23/65
	pageform24: 24/65
	pageform25: 25/65
	pageform26: 26/65
	pageform27: 27/65
	pageform28: 28/65
	pageform29: 29/65
	pageform30: 30/65
	pageform31: 31/65
	pageform32: 32/65
	pageform33: 33/65
	pageform34: 34/65
	pageform35: 35/65
	pageform36: 36/65
	pageform37: 37/65
	pageform38: 38/65
	pageform39: 39/65
	pageform40: 40/65
	pageform41: 41/65
	pageform42: 42/65
	pageform43: 43/65
	pageform44: 44/65
	pageform45: 45/65
	pageform46: 46/65
	pageform47: 47/65
	pageform48: 48/65
	pageform49: 49/65
	pageform50: 50/65
	pageform51: 51/65
	pageform52: 52/65
	pageform53: 53/65
	pageform54: 54/65
	pageform55: 55/65
	pageform56: 56/65
	pageform57: 57/65
	pageform58: 58/65
	pageform59: 59/65
	pageform60: 60/65
	pageform61: 61/65
	pageform62: 62/65
	pageform63: 63/65
	pageform64: 64/65
	pageform65: 65/65


